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本研究では、料金収入と税収で道路整備費用を負担することを想定し、高速道路と一般道路を包括した

一般的な道路ネットワークを対象として、国民負担を最小にするような料金水準の定式化を行った。この

料金水準の定式化に基づき、特定の道路に料金を課す場合の数値計算を行った。具体的には、社会的厚生

が最大になる料金水準を求める問題を、二段階の最適化問題として示し、下位問題としての既存の利用者

均衡条件の制約のもとで、上位問題としての社会的厚生が最大になるような、最適料金水準を求める方法

を示した。計算例として、高速道路のみを料金設定の対象とする道路ネットワークを考え、特定の道路に

料金を課す場合を想定した。このとき、最適な料金水準は、財源調達に伴う厚生損失MCFの大きさに比例

し、混雑の度合いに応じて決まることを示した。これまでの研究でも、均衡制約条件付き数理計画問題に

よる数値計算が行われているが、本研究で示した数値計算との違いは目的関数にある。 
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1. はじめに 

 

わが国における道路料金制度は、道路整備や維持管理

の財源確保の観点から償還主義に基づき考えられている

が、高速道路の利用やそれに伴う混雑の発生などの需要

管理の観点からはほとんど考慮されていない。よって、

道路を社会的に有効活用することは難しい。そこで、財

源調達と道路ネットワークの観点から、一体的に考慮し

た料金設定を行うことが必要となる。本研究では、財源

調達に伴う厚生損失を考慮した社会的に望ましい料金水

準の設定について、一般的な道路ネットワークを対象に

定式化を行った。この料金水準の定式化に基づき、特定

の道路に料金を課す場合の数値計算を行った。 

 

 

2. 既存研究 

 

本研究は、道路課金と交通インフラ整備の財源調達の

観点から、最適料金水準の算出について扱っている。 

これまでの最適料金水準の導出に関する研究は、道路

混雑の解消のための料金に関して理論と実務の視点から

行われてきた。Small and Verhoef（2007）1)が示している

ように、数多くの研究者によって、道路料金の理論や実

務について様々な研究が行われてきた。これまで、交通

経済学を中心に混雑料金としての理論的な研究が多数行

われている。土木計画学の分野でも、実務的な視点から

混雑料金に関して理論を整理し、実際にその混雑料金が

及ぼす様々な影響を推計するための手法が開発されてき

た。 

これらの道路料金の設定に関する議論について整理す

ると、道路ネットワークの設定、経路選択行動の設定、

交通ネットワーク均衡の手法、通行料金設定の対象、財

源調達に伴う厚生損失の有無の５つの視点で分類するこ

とができる。 

まず、道路ネットワークの設定は、多くの理論的研究

では単一 ODの並行道路、工学的研究では一般的な道路

ネットワークを対象としている。経路選択行動の設定に

ついては、ルート間の選択が、完全代替、ロジット型代

替、そして不完全代替、となるような３種類が想定され

ている。交通ネットワーク均衡の手法は、便益関数と効
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用関数による方法が存在している。通行料金設定の対象

は、全ての道路もしくは、特定の道路に分けて考えられ

る。前者の全ての道路とは、我々が普段利用する道路全

てに料金が課されている場合を想定している。一方後者

の特定の道路とは、一般道路と有料道路が混在している

中の有料道路についてのみ料金が課されている場合を想

定している。そして、財源調達に伴う厚生損失の有無で

ある。  

特に財源調達に伴う厚生損失の有無を考慮した道路課

金に関する研究は，森杉，河野，大村(2009)2)や森杉，河

野(2012)3)等を除いてほとんど存在しない．この財源調達

に伴う厚生損失は，公的資金の限界費用(Marginal cost of 

public funds, 以下，MCF)として計測される．森杉(2008)4)

によると MCF は，公的資金を道路建設に投入する際に，

既存の財源からは使うことができないという想定のもと

で新たに投入額に等しい税収を確保するための増税が必

要と仮定した上で，その１円の税収当たりの消費者余剰

の減少分を MCF としている．つまり，１円あたりの税

金投入のコストを表す数値である．この MCF の値につ

いて，実際の海外の道路事業評価においては，スウェー

デン，フランスでは 1.3，ノルウェーでは 1.2の値を採用

しており，これらの意味するところは，１円の税収増加

の便益は，1.2(1.3)とし１円の税金投入のコストは 1.2(1.3)

円ということである．これらの定義から分かるように，

公的資金の限界費用は所得税，消費税，固定資産税，燃

料税などの税の種類によって異なる．この後，道路事業

の費用便益分析について桐越，青木，森杉(2009a,b)5)6)が

議論している．費用便益分析で用いるべき経済理論と整

合的な費用は，単なる名目的では費用ではなく，その名

目的な費用に，資金の調達方法に起因して発生する厚生

損失を考慮した MCF を乗じて求める値を計上するべき

であるとしている．つまり，MCF を考慮した料金水準

を求めることは，社会全体の余剰を最大化する料金水準

を求めることであると考えられる．本研究では，一般的

な道路利用者を仮定した不完全代替モデルを用いて，有

料道路整備の財源として，料金収入に加えて他の燃料税

などの税金からの補助を想定し，その限界費用を考慮し

た上で，社会的余剰を最大にするような料金水準を求め

る定式化を行う．そのうえで計算例として、高速道路の

みを料金設定の対象とする道路ネットワークを考え、特

定の道路に料金を課す場合の料金水準を求める。 

 

 

3. 道路利用者行動の定式化 

 

道路の利用者均衡配分に関する厚生（効用）関数は、

社会経済状況を考慮して、道路利用者のルート選択が、

不完全代替、完全代替、ロジット型代替の３つに分けて

考える。 

① 計画者は、道路利用者に対して各道路区間に

“料金”を課すことができる。 

② 道路利用者は、予算と時間の制約のもとで、自

己の厚生（効用）を最大にするよう交通量配分

を行う。 

③ 道路利用者は、自己の行動が交通混雑に影響し

ないと認識する。 

④ 道路区間の所要時間は、単調増加な凸関数であ

る区間交通量として表現する。 

⑤ 計画者は、短期間の建設費用に関して MCF を考

慮する。 

以上の条件の下で、ネットワーク均衡状態での最適な

料金水準の設定の方法について、定式化を行う。まず、

利用者均衡の定式化を行う。次に厚生（効用）水準を最

大にする、すなわち社会的余剰を最大にする効率的な道

路区間混雑料金を求める定式化を行う。 

 

(1) 不完全代替モデル 

道路利用者行動の定式化に関する上述の条件の下で、

均一な道路利用者を想定し、道路利用者である消費者が

厚生（効用）を最大にする関数 U を式(1)で表す。この

とき、予算制約の式(2)と時間制約の式(3)をそれぞれ表

す。 
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ここで、 z は合成財の消費、l は余暇時間、 rs

kf は rs

間における経路k の交通量、 rs

kP は rs 間における経路k
の料金P 、w は賃金率、L は労働時間、 y は資産所得、

rs

kt は rs 間における経路k の所要時間（それは、経路交

通量ベクトルｆの関数としている）、T は総利用可能

時間である。  a at x  の
ax は、均衡時の合計した交通量

であり、個人の視点から所与である。このことが自分の

交通が他人の交通状況に影響を与えること無視している

と仮定する。この取り扱いが外部性としての混雑を表現

している。これらの式を、ラグランジェ未定乗数法とそ

の解の一階条件より、余暇需要と経路交通需要の関数、
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そしてリンク交通需要関数から、間接効用関数Vの式(6)

を得る。 

    ,, rs
aa a a k

a

V wT y v w P wt x 
 

    
 
   (6) 

このとき、包絡線定理を式に適用し、均衡時のリンク交

通量について表すと式の通りとなる。 

  
'

a a a
a a

aa a a

t x xV
x w x

P x P
  




 
  

     (7) 

道路利用者の厚生の変化、つまり料金の変化による消費

者余剰は、区間交通量のみで表現できるため、経路交通

量で厚生変化を計算する必要がないことが分かる。 

 

(2) 完全代替モデル 

ルート間選択が完全代替であるモデルについて鵜不完

全代替モデルと同様に、道路利用者が厚生（効用）を最

大にするような式(8)で表す。このとき、予算と時間の

制約式は、さきの不完全代替モデルと同様に設定し、経

路間交通量の関係は式(9)から式(11)で表す。 
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このとき、 rsd  は ODペア rs間の総経路交通量であり、

経路交通量の合計である。部分効用関数の変数は経路交

通量ではなく配分交通量である。これは不完全代替とは

区別され、この仮定こそが完全代替である。 

これらの式を、ラグランジェ未定乗数法とその解の一

階条件より、余暇需要と経路交通需要の関数から、間接

効用関数 Vの式を求めるとき、経路交通量 rs
kf は一意に

解けない。ゆえに、 ax についても、一意に解けない。

しかし、均衡条件 を与えることによって決まる。

したがって、間接効用関数は、式(12)のとおり表現する

ことができる。 

 
   ,, ,min ,rs

a a a a k
k

a

V wT y

v w P wt x 

 
  

   
  
 

  (12) 

式(12)は、一般的な不完全代替モデルの式(6)の特殊形で

ある。右辺第３項における一般化した費用である料金Pa

と走行時間費用wta(xa)に関して、ある経路kについて費用

を最小化するようにルート選択を行う完全代替の形にな

っており、この項こそが不完全代替モデルと大きく異な

る点である。 

 

(3) ロジット型代替モデル 

ルート間選択がロジット型代替モデルでは、道路利用

者の厚生（効用）関数を最大化するような式(13)で表す。

このとき、予算と時間の制約式は、さきの不完全代替モ

デルと同様に設定する。 
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s.t. 
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k
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このとき、実際の交通状態を表現するため、内生化した

OD交通量
0

rs
k

k
f


 を得るため、料金が０で、時間費用も

０である経路k = 0がrs間のODペアで存在して経路交通量

0f を含むときの合計OD交通量 rsd を設定している。 

結果として、よく知られている下記のロジットモデルを

得る。 
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各ODに関する効用関数Vのログサムは， 

    , '
'

ln 1 exp[ ]
rs

rs rs
aa a a k

k a

d
V P wt x 


 

     
 

   (20) 

となり，間接効用関数は， 

 ( )
rs

rs

V wT y l w V     (21) 

となる。これは、一般的な不完全代替型の式(6)の特殊

a ax x
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形である。右辺第４項における一般化した費用である料

金 Paと走行時間費用 wta(xa)に関して、ある経路 kについ

て費用をロジット型のルート選択を行うロジット型代替

の形になっており、この項こそが不完全代替モデルと大

きく異なる点である。 

 

 

4. 社会的厚生関数 
 

社会的厚生関数は、道路利用者の総消費者余剰である

準線形効用関数と道路建設費から道路料金収入を引いた

収入に関する納税者の厚生損失からなる式(22)で表す。 

  a a a
a

W V MCF I P x  


 
   

  
  (22) 

このとき、V は間接効用関数、MCF は財源調達の限

界費用、Ia は対象道路の建設費であり、維持管理費用を

考慮する場合もこの項に含めることで考慮することがで

きる。 

ここで MCF は一定であると仮定する。なぜならば、

調達財源は税収総額の微小な増加とみなされるため、実

質的な納税者の費用負担は財源とする税額に MCF を乗

じることによって近似できることが示されているからで

ある（例えば、林、別所（2004）7)）。 

また最適料金水準は、社会的厚生関数を最大にするよ

うな式(23)を満たす必要がある。 
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xW V
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  (23) 

この式が示しているのは、最適料金は限界費用課金が

財源調達に伴う公的資金の限界費用による課金と等しい

ことを述べている。この式(23)にロアの定理を適用し、

式(7)を代入することで、一般的な式(24)を得る。 

 
 

 
(1 ) 0

a
a a

aa a a

a a a a
a a a a

a aa a a

a a a
a a a

a a a

xW V
MCF x P

P P P

t x x x
x w x MCF x P

x P P

t x xw
MCF x MCF P x

MCF x P






   
 

 

  
 

 

  
      

   
        

  
      

  



 



 (24) 

 

 

5. 最適料金水準の導出 
 

最適料金水準は、代表的家計の厚生関数、すなわち社

会的厚生関数を最大化することで求めるものとする。具

体的な最適な料金水準の導出は、財源調達に伴う厚生損

失であるMCFが－１とそれ以外の場合について、全て

の道路と特定の道路の場合に分けて行う。最初に、

MCFが－１の場合に、全ての道路と特定の道路のそれ

ぞれに料金を課す場合の料金水準式を導出する。次に、

MCFが－１でない場合に、全ての道路と特定の道路そ

れぞれに料金を課す場合の料金水準の式を導出する。 

 

(1) MCF＝－１の全ての道路の料金水準 

社会的厚生関数 W を最大にするリンクの料金水準の

解を式(25)に示す。 

 0a
a a

W
dW dP

P


 

   (25) 

ここで、式(24)と式(7)を適用し、MCF=-1 として、

'
'

a
a a

a a

x
dP dx

P




  を考慮することで式(26)を得る。 
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0a a

a a a
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dW P w x dx
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   (26) 

つまり、最適な道路料金水準は、式(27)の通りである。 

 ' '
' '

'

( )a a
a a

a

t x
P w x

x





  (27) 

これまでよく知られている限界費用原理に基づく料金水

準の式と同様な結果となった。 

式(27)は、各道路区間の最適料金水準が、観測される

交通量とその所要時間の変化から求められることを意味

している。この最適料金水準は、既存の単一道路区間で

の場合と一致している。本研究は、多数の道路区間と結

節点から成る道路網を仮定している。しかし既存研究で

は、便益関数アプローチによる全ての道路に料金を課し

た場合を適用している（例えば、Yang and Huang（2005）
8)）。便益関数は、消費者余剰として定義される。道路

ネットワーク均衡は、料金を考慮した経路交通量に関し

て便益関数を最大化することで得られる。つまり、効用

関数アプローチでも同様の定式化となる。しかし相違点

は、最適料金水準の導出にある。便益関数アプローチの

場合、全ての道路に対する最適料金は、料金を外生的に

与えるのではなく、料金を内生化して区間交通量につい

て便益関数を最大化する。これは、システム最適と呼ば

れる。一方、効用関数アプローチは、料金に関して間接

効用関数を最大化（財源調達に伴う厚生損失を最小化）

する。便益関数アプローチでは、特定の道路に料金を課

す場合は、最適な料金水準が内生的に決まるため、技術

的な問題からとても適用することができない。しかし、

最適な区間交通量を直接計算できるという長所がある。 
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(2) MCF＝－１の特定の道路の料金水準 

この場合は、対象とする道路以外の料金は、何れかの

水準に同定されており、対象とする道路の料金水準のみ

を最適化することを意味している。 

社会的厚生関数 W を最大にする特定の道路の最適料

金水準についての解は、特定の道路区間 aとそれ以外の

道路区間 a’に分けて整理することで、式(28)に示す料

金水準の式が求められる． 

 '

' '
'

''

( )

( )

a a
a a

a

a

a a a
a a

aaa a

a

t x
P w x

x

x

t x P
P w x

xx
P










  
    




  (28) 

式(28)の右辺第１項は、全ての道路の料金水準の場合

と同じ限界混雑外部性である社会的限界費用を考慮した

式である。右辺第２項は、料金 aP の社会的限界費用か

ら乖離していることによって発生している歪みを、少な

くするようにリンク aの料金を高く（あるいは低く）し

ていることが分かる。ここで示した料金水準は，既存の

高速道路ネットワークにおいて設定されている料金水準

を考慮して，新規に建設される道路区間についてのみ，

最適な料金水準が求められることを意味している． 

 

(3) MCF≠－１の全ての道路に課金の場合 

社会的厚生関数 W を最大にするような全ての道路に

課金した場合の料金水準は、式(24)を解くことで得られ

る。ここでは、単一道路区間および２道路区間の場合の

料金水準式を示す．単一道路区間の料金水準は，式(29)

となり，森杉，河野(2012)3)が導出と計算に成功してい

る通りである． 

 1 ( ) 1
1

t x x
P w x

xMCF x MCF
P

         


  (29) 

また，２道路区間の場合の料金水準は，式(30)と式(31)に

示す通りとなる．  

 
2 2

1 2
2 11 1

1 1
1 2 2 11

1 2 1 2

1
1

( )1
,

x x
x x

MCF P Pt x
P w x

x x x xMCF x
P P P P

             
    
   

  (30) 

 
1 1

2 1
1 22 2 1

2 2
1 2 2 12

1 2 1 2

1
1

( )1

x x
x x

MCF P Pt x
P w x

x x x xMCF x
P P P P

             
    
   

  (31) 

この MCF が－１でないときの一般的な道路ネットワー

クを対象とした導出は，森杉，河野(2012)3)の単純な道路

区間を対象とした場合を除いて，既存研究では存在して

いない． 

 

(4) MCF≠－１の一部道路に課金の場合 

一部道路に課金する場合は，式(24)を解くことで式(32)を

得られる． 

 
' '

'
'

( )1

( )

1
1

a a
a a

a

a

a a a
a a

aa a a

a

a

a

a

t x
P w x

MCF x

x

t x Pw
P x

xMCF x
P

x
xMCF
P






 
    


  

    


     



  (32) 

この場合，MCF が－１である場合は，さきに示した式

(28)と一致し，式(32)が一般形であることが分かった．ま

た式(32)の内容を解釈すると，右辺第１項に示す交通量

が１台増加したことにより増加する利用者全体の費用か

ら，右辺第２項で示した他のリンク全てで発生する渋滞

などの混雑分だけ乖離している状態を表している．この

導出は森杉，河野(2012)3)の並行道路区間を対象とした研

究を除いて，既存研究では存在していない． 

 

 

6. 二段階最適化モデル 

 

ここでは、社会的厚生が最大になる料金水準を求める

問題を考える。実際の利用者の均衡配分の計算を用いて、

下位問題としての既存の利用者均衡条件の制約のもとで、

上位問題としての社会的厚生が最大になるように、二段

階の最適化問題として、最適料金水準を求めることとす

る。 

 

(1) 上位問題 

本研究では、国民全体の代表的な個人が、その効用を

最大にするように、道路利用の選択を行う行動をとるも

のと想定する。つまり、道路利用者の経路選択行動によ

って、社会的厚生関数が最大になるような料金水準を求

める。実際の計算では、下位問題の利用者均衡条件の制

約のもとで、料金水準に応じた社会的厚生関数の値を求

める問題を考える。 

社会的厚生関数は、さきに示したように道路利用者の総

消費者余剰である準線形の効用関数 Vと道路建設費 Iか

ら道路料金収入 Px を引いた収入に関する納税者の厚生

損失からなる式(33)で表すことができる。 
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  a a a
a

W V MCF I P x  


 
   

 
   (33) 

式(33)では、料金収入を除いた税による財源調達を考え

ているが、ここでは社会的費用のみを考慮した料金水準

の導出と比較するため、建設費を除いた料金収入のみを

考慮した関数として、完全代替の仮定を置いた利用者均

衡配分の考え方を用いて、計算する方法を考える。 

社会的厚生関数は、準線形の効用関数 V に、対象とす

る有料道路の道路料金収入 Px に厚生損失を考慮した

MCF を掛け合わせた値を合計することで求めている。

しかしここでは、既存の利用者均衡で用いられている目

的関数と整合性を図るため、式(34)に示す最小化問題と

して、料金による財源調達に伴う厚生損失を目的関数 z

から差し引くことで定義した。 

 min c

P
Z z MCF x


    (34) 

ここで、 

zc：利用者均衡時の交通量 ax の平均費用に交通量を乗

じた総費用 

P：高速道路料金 

α：時間価値 

である。 

ここでは既存の配分手法を用いた最小化問題として最適

な料金水準を求めているが、式(33)に示した効用最大化

の場合と考え方は同じである。 

このとき目的関数 Zは、道路利用者の走行時間の総和で

考えているので、料金 P は、時間価値αで割ることで

料金の走行時間への換算を行い、整合を図った。ここで、

目的関数 zcは、利用者均衡時の交通量 ax の平均費用に

交通量を乗じた総費用に基づいて表現している点に注意

が必要である。以上の式(34)の目的関数 Z が最小となる

ような料金水準を最適解として求めた。 

 

(2) 下位問題 

ここで、利用者の経路間選択の行動は、ルート間の選択

が完全代替を仮定した利用者均衡配分法を用いて表現し、

道路利用者の総消費者余剰である準線形効用関数 V を

求める。そこで、道路利用者の総消費者余剰である準線

形効用関数Vを式(35)として表現した。 

  c a a a
a A

z x t x


    (35) 

ここで、 

at
：道路区間 aの所要時間 t 

ax
：道路区間 aの交通量 x 

ax ：利用者均衡時の道路区間 aの交通量 x 

である。この利用者均衡時の交通量 ax における平均費

用に交通量を乗じた式(35)となる場合は、総費用を表し

ており、利用者の効用を表現していることとなる。した

がって、理論的な分析では、式(35)に示した目的関数 zc

が最小になるような料金 Pを求める必要がある。しかし、

実際の計算においては、交通量 ax を内生的に決める必

要があるため、既存の利用者均衡で用いられている目的

関数 zを用いて、利用者均衡時の交通量 ax を求める。 

既存の利用者均衡で用いられている目的関数 z は、式

(36)に示す通りである。 

  
0

min
ax

a
a A

z t w dw


    (36) 

s.t. 

 
, , , ,rs rs

a a k k
rs k

x f a A k K     (37) 

 , , ,rs rs
k

k

d f k K rs R     (38) 

 0, 0 , , .rs
k af x a A k K rs R       (39) 

ここで、 

at  ：道路区間 aの所要時間 t 

ax  ：道路区間 aの交通量 x 
rs

kf  ：rs間における経路 kの交通量 

',
rs
a k  ：OD ペア rs 間の第 k 経路が道路区間 a を含むと

き：１、そうでないとき：０ 
rsd  ：ODペア rs間の経路交通量の合計 

である。ここで示すモデルでは、完全代替モデルと同様

な式(37)から式(39)に示すような制約条件を考慮している。

ここでは、式(38)に示すように需要を固定している。 

以上の式(36)の目的関数 z の積分で求めた値は、社会的

限界費用の総費用ではなく、私的限界費用を合計した私

的総費用である。そのため、式(35)に示すように、利用

者均衡時の交通量 ax の平均費用に交通量を乗じた総費

用 zcで表現する必要がある。 

なぜならば、式(36)で示した既存の利用者均衡で用いら

れている目的関数 zの値は、時間平均費用曲線を積分形

によって交通量
ax を内生的に決めることで利用者均衡

の計算している。これは、山内、竹内(1992)9)や竹内

(2006)10)が示しているように、私的限界費用（社会的平

均費用）として解釈することができ、その積分値は道路

利用者の時間費用の総額（私的総費用）である。これは、



 

 7

個々の利用者が認識する利用者価格（利用者費用）であ

るので、利用者は、私的限界費用として認識して、これ

に基づいて道路利用の意思決定を行う。しかし、この場

合は社会的限界費用と私的限界費用の間にかい離が存在

し、その分だけ混雑などの外部不経済効果（外部費用）

が発生していることになる。 

このため、従来の均衡計算に用いられてきた等価な最適

化問題の定式化は、理論的な分析において、そのままで

は社会的な厚生最大化を表現することができない。ゆえ

に、式(35)に示すように、利用者均衡時の交通量 ax の

平均費用に交通量を乗じた総費用 zcで表現する必要があ

る。 

 

 

7. 数値計算例 

 

これまで述べてきた一般的な道路ネットワークにおけ

る料金設定は、ある道路区間、すなわち道路区間単位で

料金を課す場合について対応している。しかし、高速道

路と一般道路からなる全ての道路を対象に料金を課すこ

とは、現在においても技術的な困難がある。実際、わが

国の高速道路には料金が課されているが、一般道路には

料金が課されていない。そこで、道路ネットワークの中

で高速道路のみを料金設定の対象と考え、特定の道路に

料金を課す場合を想定した料金水準を求める。 

 

(1) 計算対象の道路ネットワーク 

ここでは、まず議論を簡単化するために、１本の高速

道路と、２本の一般道路からなる道路ネットワークを想

定した。 

これらの道路は、図１に示すような道路ネットワーク

として構成されており、表１に示す距離、容量の道路ネ

ットワークを考えている。ここで道路利用者の走行費用

は、道路利用による走行（所要）時間の費用と高速道路

における道路利用の料金のみを考えるものとする。この

シンプルな道路ネットワークを対象に、OD間交通量は

一定として、固定需要型の利用者均衡配分を行う。 

 

図１ シンプルな道路ネットワークの想定 

 

表１  道路ネットワークの条件 

道 路 長 さ（km） 容 量（台／h） 

１（高速道路） 8.0 2,500 

２（一般道路） 10.0 1,800 

３（一般道路） 15.0 1,800 

 

このときの交通量、時間評価値、自由走行速度は、以

下のように設定する。 

ゾーン①からゾーン②への総交通量：N＝4,000（台／h） 

時間評価値 ：α＝2,000（円／h） 

自由走行速度 ：vf＝60（km／h） 

また各道路区間の所要時間は、米国道路局（US Bu-

reau of Public Roads）が1964年の交通配分マニュアルにて

示したBPR関数を用いた料金抵抗法に基づき計算する。

そのパラメータとして、日本の道路と類似しているオラ

ンダの道路で計測されたa＝2.62、b＝５という数値を用

いる。ここで、二段階最適化モデルの下位問題で示した

利用者均衡配分モデルの解法としてFrank-Wolfe法を用い

る。具体的な解法は、土木学会(2006)11)に示されている

手順に基づき、Excelを用いて計算した。 

 

(2) 料金変化に伴う最適料金水準 

シンプルな道路ネットワークにおいて、既存の利用者

均衡配分モデルの解法に基づき交通量の配分を行った結

果を整理する。ここでの料金設定は、現在の高速道路料

金の設定が50円刻みであることを考慮して、まず、料金

水準を100円単位で設定した場合の交通量の配分を行う。

ここでは、需要を固定しているため、高速道路における

料金が増加することで費用が増加し、高速道路から他の

一般道路に転換する交通量が発生する。 

以上の想定のもとで計算した結果、料金水準に伴う交

通量の変化は、図２に示すとおりとなった。一般道路の

交通量は、高速道路は比較的空いているにも関わらず、

減少しない。これは、道路利用者である代表的な個人が
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道路利用の選択を行う行動をとるとき、混雑の発生によ

りかかる費用よりも料金のほうが大きいことを示してい

る。 

 

 

図２ 料金と交通量の関係 

 

ここで、利用者均衡に基づく交通量配分で求められた道

路利用者の走行時間を、時間価値に基づき費用として換

算し、その総和として総走行時間費用TCを式(40)に示す

ように考える。また道路整備の財源として、高速道路の

利用者に料金を課すことで得られる収入の変化を推計し

た。 

  a a
a

TC x t x     (40) 

ここで、 

at  ：道路区間aの所要時間t 

ax  ：道路区間aの交通量x 

ax  ：利用者均衡時の道路区間aの交通量x 

α：時間評価値（2,000（円／h）） 

である。 

これらの指標に関する計算結果は、図３に示す通りと

なる。高速道路の料金水準がP=200（円）の場合に総走

行時間が最小値となる。料金水準が０円の時の利用者均

衡状態に対して、総走行時間費用が若干であるが減少し

ている。 

そこで、現在の高速道路料金の設定が50円刻みである

ことを考慮して、最適料金水準と考えられる200円を中

心に、0円から400円までの場合について10円単位で設定

した場合の交通量の配分を行う。この料金水準の変化に

伴う均衡交通量を計算した結果、に示す通りとなり、高

速道路の料金水準が、P=160（円）の場合に総走行時間

が最小値となる。つまり、一定の交通需要の場合におい

ても、適切な料金を課すことで、道路ネットワークでの

社会的厚生水準を改善できることが示されている。しか

し、料金水準が一定値以上に増大すると、社会的な費用

すなわち総走行時間費用が増大し、料金が設定されてい

る高速道路の利用者数が減少するため、料金収入も減少

することがわかる。 

 

 

図３ 総走行時間費用と料金収入 

 

 

図４ 総走行時間費用と料金収入（０円から400円） 

 

(3) MCFを考慮した社会的厚生関数に基づく最適料金

水準 

続いて、本研究で提示したMCFを考慮した場合の社

会的厚生関数に基づく最適料金水準を求める。ここでは，

既存の利用者均衡で用いられている目的関数zに基づい

て，均衡時の交通量の配分結果を求め、式(35)に示した

目的関数zcから，財源調達による厚生損失を考慮した

MCFの値に料金収入Pxを掛け合わせたものを引いた，

式(34)を用いる．このとき，交通量の配分結果から社会

的費用が最小となる，つまり社会的厚生水準が最大にな

るような料金水準を算出する．  

(2)と同様に関数が下に凸となっていて最適料金水準

として考えられる200円を中心に、0円から400円までの

場合について10円単位で設定した場合の交通量の配分を

行った。その結果，総走行時間として表現している目的

関数Zの値の変化は，図５に示す通りである．このとき
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MCFに応じた目的関数Zの最小値とその料金水準は、に

示す通りである。 

 

 

図５ 料金と MCF に応じた目的関数 Z（０円から 400 円） 

 

表２ 目的関数Zの最小値とその料金水準（０円から

400円） 

MCFの値 料金P（円） 目的関数Z 

1.0 160 944.464 

1.1 170 930.007 

1.2 180 914.863 

1.3 190 899.104 

1.4 200 882.802 

1.5 210 866.022 

2.0 240 775.466 

 

MCFを考慮する場合の目的関数Zの値は，MCFの値が

大きくなるにつれて，それぞれ小さくなった．また最適

な料金水準は，MCFの値に比例して大きくなった．こ

れは，料金を課すことによって発生する，財源調達に伴

う厚生損失MCFの大きさを考慮して，料金水準を決定

する必要があることを示している． 

この計算例で示した道路ネットワークにおける財源調

達に伴う厚生損失MCFを考慮した最適な料金水準は，

現行の高速道路料金水準の約347円（150円＋24.6円／km

×８km）の半分程度の料金水準であった．高速道路自

体には，交通量の増加に伴う混雑は存在しているものの

渋滞の程度が低いため，比較的低い料金水準となったと

考えられる． 

 

 

8. おわりに 

 

本論文では最適料金水準の公式を示したが、その料金

水準を示す式の右辺には対象とする道路区間の料金水準

が未知数として含まれており、その公式を数値計算に使

うことができない。そこで、社会的厚生が最大になる料

金水準を求める問題を、二段階の最適化問題として示し、

下位問題としての既存の利用者均衡条件の制約のもとで、

上位問題としての社会的厚生が最大になるような、最適

料金水準を求める方法を示した。計算例として、高速道

路のみを料金設定の対象とする道路ネットワークを考え、

特定の道路に料金を課す場合を想定した。このとき、最

適な料金水準は、財源調達に伴う厚生損失MCFの大き

さに比例し、混雑の度合いに応じて決まることを示した。 

これまでの研究でも、均衡制約条件付き数理計画問題

（MPEC: Mathematical Programming with Equilibrium Constraints）

による数値計算が行われているが、本論文で示した数値

計算との違いは目的関数にある。本論文の目的関数は、

公的資金の厚生損失の考慮のみが異なるため、均衡制約

条件付き数理計画問題（MPEC）に基づく数値計算も可

能であると考えられるが、今後の研究展開が必要とされ、

そのプログラムの開発は残された課題である。 
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